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キーワード：地域間格差､ 財政調整制度､ 地域内資金循環システム､ 地域再投資法､ ショ




課題 ｢アメリカにおける連邦制的地域統合の特質｣ を､ ｢地域金融・地域的
資金循環構造｣ という観点から明らかにするための､準備作業の一つに他な
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けて生じた ｢ホーム・ルール運動｣ によって､ こうした自治権が法的に保障
されていった｡ すなわち､ 従来地方自治権は､ 各州の州憲法に由来し､ 従っ
て州法によって制約を受けるものと解釈されてきたが (｢デイロンズ・ルー
ル｣)､ それがこの時期､ 州の立法権を制約し広範な地方自治権を求める州憲
法改正運動が､ 都市住民を中心に展開していったのである｡ これが ｢ホーム・
ルール運動｣ と呼ばれるものであった｡ この運動は､ 1875年のミズーリ州憲
法修正を皮切りに全国へ波及していくが､ その過程で､ 自治憲章制定権をも



























きたいと思う｡ その４つのシステムとは､ ①地域再投資法､ ②地域通貨､ ③
連邦準備銀行制度､ そして④相互扶助的金融組織である｡
(２) 地域再投資法 (Community Reinvestment Act)


























の際､ 公聴会の開催やプロテスト制度 (異議申立て) 等を通じて､ 地域住民
が意見を表明し銀行を厳しくチェックするシステムが組み込まれたのであっ
た(６)｡ このように地域再投資法とは､ 銀行の社会的貢献を義務づけ､ 地域の





黒人への融資が意図的に回避され (｢レッドライニング (       )｣)､ この













ていたショア・バンク (        ) である｡ ショア・バンクは､ 1973年に
シカゴ郊外に設立され､ ｢銀行が地域に投資をしなければその地域は荒廃す
























特に､ 次の二点が問題となった｡ 第一に､ アメリカの銀行は ｢コミュニティ・




る(12)｡ ブッシュ陣営は､ これらの金融規制の撤廃を通じて､ 国際競争力をもっ
たメガバンクの育成を推進しようとしたのである｡
大統領選挙においてクリントンが勝利すると､ 最終的には1994年９月に､























において､ 1991年に住友銀行 (現・三井住友銀行) は､ 住民グループから地
域再投資法の遵守に関して ｢最悪｣ と評価され､ その結果､ 中低所得者向け
融資の拡大を含む､ 実質的な業務改善計画を作成せざるをえなくなったので
ある(14)｡ このように､ 民間銀行に対し地域の資金循環を支える社会的義務を
課す地域再投資法は､ 日系銀行にとって､ ｢自由主義的市場経済｣ のモデル
であるアメリカの別の顔を､ すなわち ｢パブリック・エコノミー｣ の存在を
認識させるものであった｡
(３) 地域通貨 (Community Currency)




(          ) であろう(15)｡ イサカ市は､ コーネル大学を町の中心に据えた




とが明記されており(16)､ この地域通貨の目的が､ まず何よりも､ ｢ヘッジ・


















ランクリン・ローズベルト大統領は､ 国内の ｢リフレーション｣ 要求に応え
るため､ いわゆる 『爆弾声明』 を発表し､ 国際的通貨安定化協定を拒否し会



















































カの中央銀行システムであり､ その最大の特徴は､ 国内が12の地域 (準備区)
に分けられ､ それぞれの地域が独立した中央銀行 (連邦準備銀行) を持って
いることにある｡ すなわちアメリカでは､ 単一の中央銀行制度ではなく､ 12
の中央銀行による連合体という独自の形式がとられているのである｡ こうし
た制度の出発点となったのが､ 1913年連邦準備法であった｡ その成立過程に
ついて簡単に言及すれば､ まず1907年恐慌後に､ 共和党政権下で ｢全国準備
協会計画｣ (1911年) が作成され､ この計画をもとに中央銀行の設立が進め
られた｡ しかし1912年に､ ルイジアナ州選出民主党議員Ａ・Ｐ・プジョーを







を単位とした資金循環システム､ すなわち､ 各地域ごとに ｢貨幣用金準備セ
ンター｣ をもつ ｢『複数の中央銀行』 の連合制度｣ が創出されたことにある｡














次の二点に着目したい｡ 第一に､ コルレス制度の下で､ 全国の国法銀行の準






































































(１) 本稿は､ 2004年７月24日に東京学士会館で開かれた､ 共同プロジェクト ｢近現代欧米におけ
る連邦制的地域統合に関する比較社会構造史的研究｣ (代表：佐藤勝則) の第一回研究会にお
いて､ 筆者が行った報告を加筆・修正したものである｡ この報告は､ 2006年３月刊行予定の
『研究報告・資料集』 (仮題) にも収録される予定である｡ 本稿は､ 科学研究費補助金基盤研究
( ) (1) (課題番号16202018) (研究代表者 佐藤勝則) に基づく共同研究の一部である｡
(２) 強力な課税権に支えられた住民自治の様子については､ 田中英夫 『アメリカの社会と法』 東
京大学出版会､ 1972年､ 第１章第５節 ｢ローカル・コミュニティの重視｣､ 横田啓子 『アメリ
カの多文化教育：共生を育む学校と地域』 明石書店､ 1995年､ 第３章 ｢住民自治と多文化教育｣､
犬養道子 『私のアメリカ』 新潮社､ 1966年､ ｢鹿の来る家｣ を参照｡
強靭な地方自治に関する歴史的考察としては､  ・トクヴィル 『アメリカの民主政治 (上)』
(井伊玄太郎訳) 講談社学術文庫､ 1987年､ 第５章 ｢個々の州における政治｣ を参照｡ また､
住民たちが何度も集い､ 自治体建設の目的と運営の方法について議論を重ね､ 最終的に住民投
票によって地方自治体の設立が決定されるプロセスについては､ 若田恭二 『草の根のアメリカ
政治－カリフォルニア・レポート－』 時事通信社､ 1988年､ ｢新しい市の誕生｣ を是非とも参
照されたい｡
(３) ホーム・ルール・シティにおいては､ ｢地方的事項｣ に関して､ 自治憲章や条例で定めてい
る事項が州法と衝突する場合､ 前者､ すなわち地方自治体の立法権が優先される｡ ｢ディロン
ズ・ルール｣ 並びに ｢ホーム・ルール運動｣ については､ 宮崎辰雄 『欧米地方自治権の研究』
勁草書房､ 1980年､ 第２章第３節 ｢アメリカの自治立法権｣､ 阿部照哉他編 『地方自治体系Ⅰ』
嵯峨野書院､ 1989年､ 第６章第２節 ｢ホーム・ルール・シティ｣､ 金子善次郎 『米国連邦制度－
州と地方団体－』 良書普及会､ 1977年､ 61－65頁を参照｡
(４) アメリカ連邦制の特徴を ｢財政調整制度なき国家｣ として捉えた､ 本邦における先駆的研究
として､ 小泉和重 『アメリカ連邦財政システム』 ミネルヴァ書房､ 2004年を参照｡
シドニー・ウェッブ (         ) は､ グライス (    ) の古典的名著                      に寄せた序文の中で､ 財政調整をもたないアメリカのシステムを ｢地方自治の
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アナーキー｣ と名付け､ ｢ナショナル・ミニマム｣ の観点から､ それが文明国における ｢最悪
の地方政府｣ を生み出したと批判している｡                               ：                                                                                                                   －   
また黒人スラム地域の構造的固定化の問題に関しては､  ・ ・ウイルソン 『アメリカ大都
市の貧困と差別』 (川島正樹・竹本友子訳)､ 明石書店､ 1999年､ 84－92頁を参照｡
(５) デリバティブの失敗によるオレンジ・カウンティの財政破綻については､ 相田洋 『マネー革
命 第３巻』 日本放送出版協会､ 1999年､ ２章 ｢地方自治体を破綻させたデリバティブ巨額損
失｣ を参照｡
(６) 金融アセスメント制度に関しては､ 1977年地域再投資法の下で､ 銀行の貸付実態の公開とそ
の査定結果に基づいた金融機関の格付けが行われたが､ 1989年の改正によって､ この格付けが
公開されることになった｡ また1995年及び1999年の改正によって､ 地域への再投資を強化する
査定内容の見直しと､ 一層の情報公開が推進された｡ 地域再投資法については､ 河邑厚徳他編
『エンデの警鐘 ｢地域通貨の希望と銀行の未来｣』    出版､ 2002年､ 第６章第２節 ｢コミュニ
ティを支える地域開発銀行｣､ 柴田武男 ｢地域再投資法改正の影響と現行の規制構造｣ 『証券研
究』 第108巻､ 1992年所収､ 高田太久吉 ｢アメリカの地域再投資法とは｣ 『月刊民商』    470､
2000年所収､ 福光寛 『銀行政策論』 同文館､ 1994年､ 第５章 ｢    (地域再投資法)｣､ 木村温
人 『現代の地域金融－ ｢分権と自立｣ に向けての金融システム－』 日本評論社､ 2004年､ 第３
章 ｢米国の地域金融の実態と    (地域再投資法)｣ 91－110頁､ 高月昭年 ｢銀行構造の変化と
資金地元公平還元法の拡大｣ 『証券経済研究』 第20号､ 1999年所収､ 62－75頁を参照｡
(７) 1977年地域投資法成立時の背景については､ 註 (６) の文献を参照｡
(８) クリントン政権による地域再投資法の改正については､ 福光寛､ 前掲書､ 第６章 ｢クリント
ンの銀行政策｣､ 木村温人､ 前掲書､ 98－101頁､ ビル・クリントン／アル・ゴア 『アメリカ再
生のシナリオ』 講談社､ 1993年､ 第５章 ｢社会資本の再建｣､ 132－137頁を参照｡
(９) ショア・バンクについては､ 河邑厚徳他編､ 前掲書､ 第６章第２節 ｢コミュニティを支える
地域開発銀行｣ を是非とも参照されたい｡
(10) 地域社会開発銀行ネットワーク構想については､ 福光寛､ 前掲書､ 第６章 ｢クリントンの銀
行政策｣ を参照｡
(11) この点については､ 福光寛､ 前掲書､ 90－91頁､ 山里宗之 『米国のコミュニティ銀行』 ミネ
ルヴァ書房､ 2000年､ 第５章 ｢金融制度改革論議と 『コミュニティ銀行』 の利益集団｣､ 208－
222頁､ 高木仁 ｢1991年金融制度改革法の成立過程―アメリカ金融システム安定化への模索―｣
『証券研究』 第113号､ 1995年所収を参照｡
(12) ｢コミュニティ銀行｣ の理念に関しては､ 山里宗之､ 前掲書､ 第４章 ｢『コミュニティ銀行』




ステムについては､ 高木仁 『アメリカの金融制度』 東洋経済新報社､ 1986年､ 第４章 ｢アメリ
カ固有の銀行制度―支店設置を許さぬ州がある―｣ を是非とも参照されたい｡ また1994年の州
際自由化法成立後においても､ 多くの州は､ 支店の新設を禁止しており､ 既存の銀行の買収の
みを認めている｡ 山里宗之､ 前掲書､ 250頁､ 注54を参照｡
(13) 山里宗之､ 前掲書､ 222－224頁｡
(14) 柴田武男､ 前掲論文､ 164－168頁｡
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(15) イサカ・アワーズについては､ 河邑厚徳他 『エンデの遺言―根源からお金を問うこと―』 Ｎ
ＨＫ出版､ 2000年 (以下 『エンデの遺言』 と略記)､ 第４章第１節 ｢米国の地域通貨イサカア
ワー｣､ 泉留維 ｢地域通貨の有効性についての考察 (２)｣ 『自由経済研究』 第16号､ 2000年所
収､ ８－11頁を参照｡
(16) 泉留維､ 前掲論文､ ８頁｡
(17) こうした観点から､ グリーンバック運動やポピュリズムを再考した近年の研究として､                                                                                  －                             を是非とも参照された
い｡





(20) フィッシャーの主唱した地域通貨 (スタンプ貨幣) については､ 『エンデの遺言』､ 122－132
頁､ アーヴィング・フィッシャー ｢スタンプ代用貨幣｣ (森野栄一訳) 『自由経済研究』 第２号､
1995年所収を参照｡
(21) シルビオ・ゲゼルについては､ 『エンデの遺言』､ 第３章 ｢忘れられた思想家シルビオ・ゲゼ
ル－老化するお金の理論とその実践の歩み－｣ を参照｡
(22) ヴェルグルの実験については､ 『エンデの遺言』､ 143－152頁､ Ｆ・シュヴァルツ ｢ヴェルグ
ルの実験 (１)｣ (自由経済研究会訳) 『自由経済研究』 第12号､ 1998年所収､ Ｆ・シュヴァル
ツ ｢ヴェルグルの実験 (２)｣ (自由経済研究会訳) 『自由経済研究』 第13号､ 1998年所収､ Ｆ・
シュヴァルツ ｢ヴェルグルの実験 (３)｣ (自由経済研究会訳) 『自由経済研究』 第14号､ 1999
年所収､ Ｆ・シュヴァルツ ｢ヴェルグルの実験 (４)｣ (自由経済研究会訳) 『自由経済研究』
第16号､ 2000年所収､ Ｗ・オンケン ｢経済史の忘れられた一章－シュヴァーネンキルヒェン､
ヴェルグルおよびその他の自由貨幣の実践－ (上)｣ (宮坂英一訳) 『自由経済研究』 第15号､
2000年所収､ 41－45頁､ 泉留維 ｢地域通貨の有効性についての考察 (１)｣ 『自由経済研究』 第
15号､ 2000年所収､ 23－25頁を参照｡
(23) 1930年代におけるアメリカの地域通貨の実践については､ 『エンデの遺言』､ 188－190頁､ 泉
留維 ｢地域通貨の有効性についての考察 (１)｣､ 26－28頁､ Ｗ・オンケン ｢経済史の忘れられ
た一章－シュヴァーネンキルヒェン､ ヴェルグルおよびその他の自由貨幣の実践－ (下)｣ (宮
坂英一訳) 『自由経済研究』 第17号､ 2000年所収､ 26－28頁､ トーマス・グレコ 『地域通貨ル
ネサンス』 (大沼安史訳)､ 木の泉社､ 2001年､ 第８章 ｢地域通貨小史｣ を参照｡ グレコの著書
は､ 欧州との比較から当該期アメリカの地域通貨の問題を論じている｡
(24) 分権的中央銀行制度を特徴とした1913年連邦準備法の成立については､ 楠井敏朗 『法人資本
主義の成立』 日本経済評論社､ 1994年､ 254－261頁を参照｡
(25) 楠井､ 同上､ 257－261頁｡ また他方で､ 須藤功 『アメリカ巨大企業体制の成立と銀行』 名古




(26) この点に関しては､                       を是非とも参照されたい｡     は




非とも参照されたい｡ ユダヤ融資組合は､ 18世紀以降ヨーロッパにおいて広く展開した､                 と呼ばれる無利子融資組合に制度的起源をもつ｡ アメリカでは､ 1880
年代以降の東欧ユダヤ人の到来とともに設立が始まり､ 1887年にピッツバーグで､ 最初のヘブ
ライ無利子融資組合 (                ) が設立された｡ その後その数は急増し､ 1908
年には157､ 1927年には509の無利子融資組合が確認されている｡ また地域的にも､ ニューヨー
ク､ ボストン､ シカゴ､ サンフランシスコ､ プロヴィデンスといった大都市だけでなく､ イン
ディアナ州やルイジアナ州の中小都市にまで､ こうした融資組合は広がっていた｡                                  
(28) 例えば､ アジア系については､                                                                                                                                                                                                            がある｡ 第二次大戦前において､
日系､ 中国系､ 朝鮮系移民は､ 母国の組織を模倣して独自の輪番制信用組合 (                  ) を発展させた｡ 日系移民は､ ｢頼母子｣ をモデルに信用組合を作り出し､ 同胞の
起業活動を資金面で支えていった｡ 例えば､ 戦前､ 日系アメリカ人が取り組んだ最大のホテル
事業は､ この輪番制信用組合から資金が調達されている｡ また同様に､ 中国系移民は ｢会｣




1996年､ 176､ 214､ 236頁｡
またアジア系以外の移民集団についても､ 独自の信用組織の発展が指摘されている｡ ヒスパ
ニック系については､                                                                                                                                                                                                                                             ､ イタリア系に
ついては､                                                                                                                                                                                                                                                                                               等がある｡
(29) 本稿では述べることができなかったが､ ここで､ アメリカの地域社会を支える上で決定的に
重要な役割を果している非営利団体 (   ) について､ その特徴を簡単に言及しておきたい｡




















てきたのである｡ それ故アメリカでは､ 政府による公共福祉が拡大した際､ それが民間の非営
利セクターの活動を縮小させるというよりはむしろ増大させる性格をもち､ 実際に､ 1960年代
以降の政府活動の拡大は､ 非営利セクターの活動範囲を拡大し､ 一層多くの機能を非営利団体
に付与することになった｡ 以上の点については､ レスター・ ・サラモン 『米国の ｢非営利セ



































































































キリスト者の活動にみる ｢救済｣ 観 江藤 芙美
戦争と音楽 山田耕筰を中心に 郡山 知子
奄美の復帰運動史研究 山田 天真
マキアヴェッリの共和主義思想に関する一考察 牛嶋 直子
岡倉天心論 宮副 恭子
考古学分野
縄文時代後・晩期における植物利用の研究 仙波 靖子
古墳時代中・後期における鉄鏃の研究 牧野 幸子
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